
平成１３年３月期       個別中間財務諸表の概要
平成１２年１１月２１日

上場会社名 株式会社 さ く ら 銀 行 上場取引所  東 大 京 札
コード番号 ８３１４ 本社所在都道府県    東 京 都
問合せ先 責任者役職名    総合企画部グループ長  

      氏  名    境      康     ＴＥＬ    ０３－３２３０－３１１１   
中間決算取締役会開催日 平成１２年１１月２１日 中間配当制度の有無 有
中間配当支払開始日 平成１２年１２月  ８日

１．平成１２年９月中間期の業績（平成１２年４月１日～平成１２年９月３０日）

（１）経  営  成  績 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
 経 常 収 益  経 常 利 益 

百万円     ％ 百万円     ％
平成１２年９月中間期  ７４８,６４１（ △8.4）    １１５，６６６ ( 101.2)
平成１１年９月中間期  ８１６,９７４（△20.9）    ５７，４８４ ( 128.2)
平成１２年３月期  １，９２９,９７１（ △0.4）    １５９，９３２ (  －  )

中 間（当 期） 純 利 益 １ 株 当 た り
中間（当期）純利益

百万円     ％ 円 銭
平成１２年９月中間期 ５１，９３９  (57.1)    １１     ２８  
平成１１年９月中間期 ３３，０７０  ( 2.6)      ６     ７４  
平成１２年３月期 ５７，１１７  ( － )    １１     ２４  

(注)①期中平均株式数   第二回優先株式 第三回優先株式(第二種)
        平成１２年９月中間期   4,117,413,581株  2,742,918株    800,000,000株
        平成１１年９月中間期   4,083,834,033株 11,129,000株    800,000,000株
        平成１２年３月期       4,097,177,110株  7,796,729株    800,000,000株
    ②会計処理の方法の変更           有  （別添中間貸借対照表の注記参照）
    ③経常収益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率           

（２）配  当  状  況
１株当たり中間配当金 １株当たり年間配当金

円 銭 
平成１２年９月中間期    ３ ００
平成１１年９月中間期    ３ ００
平成１２年３月期 ６円 ００銭

（３）財  政  状  態
総    資    産 株   主   資   本 株主資本比率 １ 株 当 た り 単体自己資本比率

株  主  資  本 (国際統一基準)
百万円 百万円     ％ 円 銭 ［ 速報値 ］ ％

平成１２年９月中間期 ４６，８７７，８７３ ２，２８６，７１６ ４．９  ３５９ ７６ １２．６７
平成１１年９月中間期 ４７，１４１，４７９ ２，２４４，０１５ ４．８  ３４８ １８ １２．４２
平成１２年３月期 ４６，５５９，４８５ ２，２５２，２８９ ４．８  ３５１ ３８ １２．５０

(注)  期末発行済株式数   第二回優先株式 第三回優先株式(第二種)
        平成１２年９月中間期   4,117,801,659株  2,646,000株    800,000,000株
        平成１１年９月中間期   4,084,803,048株 10,887,000株    800,000,000株
        平成１２年３月期       4,117,297,132株  2,772,000株    800,000,000株

２．平成１３年３月期の業績予想（平成１２年４月１日～平成１３年３月３１日）

経常収益 経常利益 当期純利益 １株当たり年間配当金
期   末

百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭 
通      期 １，４５０，０００ ２４５，０００ １１２，０００   ３ ００   ６ ００

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）  ２４円  ５３銭  (優先株式転換分は織り込まずに算定しております）
   （注）期末配当金に代えて合併交付金３円とする予定であります。
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「平成１２年９月中間期の業績」指標算式

○１株当たり中間（当期）純利益…
中間（当期）純利益－優先株式配当金総額

期中平均普通株式数

○１株当たり株主資本…
  期末株主資本－期末発行済優先株式数×発行価額

期末発行済普通株式数

「平成１３年３月期の業績予想」指標算式

○１株当たり予想当期純利益…
予想当期純利益－予想優先株式配当金総額

期末（当期末）発行済普通株式数

「１株当たり配当金の内訳」

平成１２年９月中間期 平成１１年９月中間期 平成１２年３月期
中間 中間 年間
円 銭 円 銭 円 銭

普通株式 ３ ００ ３ ００ ６ ００
第二回優先株式 ７ ５０ ７ ５０ １５ ００
第三回優先株式 ６ ８５ ６ ８５ １３ ７０
   （第二種）

「平成１３年３月期の予想１株当たり配当金の内訳」

１株当たり年間配当金
期末

円 銭 円 銭
普通株式 ３ ００ （注１） ６ ００
第二回優先株式 ７ ５０ （注２） １５ ００
第三回優先株式 ６ ８５ （注３） １３ ７０
   （第二種）
（注１）期末配当金に代えて普通株式合併交付金３円とする予定であります。
（注２）期末配当金に代えて優先株式合併交付金７円５０銭とする予定であります。
（注３）期末配当金に代えて優先株式合併交付金６円８５銭とする予定であります。
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第１１期中（平成１２年９月３０日現在）中間貸借対照表

（単位：百万円）
科       目 金        額 科      目 金        額

（ 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ）
現    金    預    け   金 2,532,993 預                     金 29,086,068
コ   －   ル   ロ  －  ン 102,205 譲    渡    性   預    金 4,244,079
買   入   金   銭  債  権 3,482 コ  －  ル   マ   ネ   － 2,965,003
特   定   取   引  資  産 1,026,511 売      渡     手      形 278,400
金    銭    の    信   託 50,002 ｺ ﾏ ｰ ｼ ｬ ﾙ ･ ﾍﾟ ｰ ﾊﾟ ｰ 68,000
有     価      証      券 7,268,199 特   定   取   引  負  債 304,662
 貸          出         金 31,232,502 借          用         金 1,829,470
外     国      為      替 307,194 外      国     為      替 36,279
そ    の    他    資   産 1,524,208 社                     債 470,000
動    産    不    動   産 304,809 転      換     社      債 95
繰   延   税   金  資  産 542,825 そ    の    他    負   債 2,669,808
支   払   承   諾  見  返 2,492,034 退  職  給 付  引  当  金 46,573
貸　　倒　　引　　当　　金 △ 509,096 債 権 売 却 損 失 引 当 金 70,227

特 別 法 上  の  引 当 金 9
再評価に係る 繰延税金負債 30,443
支      払     承      諾 2,492,034
負   債   の   部   合   計 44,591,156

（ 資 本 の 部 ）
資          本         金 1,042,706
法    定   準    備    金 1,027,212
再   評   価   差  額  金 47,218
剰          余         金 169,580
任 　意 　積 　立　 金 56,028
中 間 未 処 分 利 益 113,551
　中  　間  　利　  益 51,939

資   本   の   部   合   計 2,286,716
資  産  の  部  合  計 46,877,873 負 債 及び 資 本 の 部 合 計 46,877,873

注　
 1．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
 2．金利、通貨の価格、有価証券市場における相場その他の指標に係る短期的な変動、市場間の格差等を利用して利益を得る等
    の目的（以下「特定取引目的」）の取引については、取引の約定時点を基準とし、中間貸借対照表上「特定取引資産」及び
    「特定取引負債」に計上しております。
    特定取引資産及び特定取引負債の評価は、有価証券及び金銭債権等については中間決算日の時価により、スワップ・先物・
    オプション取引等の派生商品については中間決算日において決済したものとみなした額により行っております。
 3．有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法、子会社・子法人等株式及び関連法人等株
　　式については移動平均法による原価法、その他有価証券については移動平均法による原価法又は償却原価法により行ってお
　　ります。なお、有価証券運用を主目的とする単独運用の金銭の信託において信託財産として運用されている有価証券の評価
　　についても同じ方法によっております。
 4．デリバティブ取引(特定取引目的の取引を除く)の評価は、時価法により行っております。
 5．動産不動産の減価償却は、それぞれ次の方法により年間見積額を期間により按分し計上しております。
　　　　　　　　建　物　　定額法を採用し、税法基準の償却率による。
　　　　　　　　動　産　　定率法を採用し、税法基準の償却率による。
　　　　　　　　その他　　税法の定める方法による。
　　　なお、建物（平成１０年３月３１日以前取得分）、建物附属設備および構築物の減価償却の方法は、従来、定率法によっ
　　ておりましたが、保有建物等の使用状況を見直した結果、店舗等として長期間安定的に使用している実態を考慮し、その償
　　却費用が使用期間に均等に計上される定額法が、より適正な期間損益を反映し合理的と考えられるため、当中間期より定額
　　法に変更しております。
　　これにより、定率法により減価償却を実施した場合に比べ、経常利益および税引前中間利益はそれぞれ８６０百万円増加
　　しております。
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 6．自社利用のソフトウェアについては、行内における利用可能期間(５年)に基づく定額法により償却しております。
 7．社債発行費は支出時に全額費用として処理しております。
 8．外貨建資産・負債及び海外支店勘定は、主として中間決算日の為替相場による円換算額を付しております。
 9．貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。
 まず、当行の信用格付制度により取引先を１０段階に区分し、更にそれらの取引先を自己査定に基づき、日本公認会計士協
 会銀行等監査特別委員会報告第４号「銀行等金融機関の資産の自己査定に係る内部統制の検証並びに貸倒償却及び貸倒引当

    金の監査に関する実務指針」に規定する、正常先債権・要注意先債権・破綻懸念先債権・実質破綻先債権・破綻先債権に分
    類しております。
    正常先債権及び要注意先債権に相当する債権については、一定の種類毎に分類し、過去の一定期間における各々の貸倒実績
    から算出した貸倒実績率等に基づき引き当てております。
    破綻懸念先債権に相当する債権については、債権額から担保の処分可能見込額及び保証による回収が可能と認められる額を
    控除し、その残額のうち、債務者の支払能力を総合的に判断して必要と認める額を引き当てております。
    破綻先債権及び実質破綻先債権に相当する債権については、下記直接減額後の帳簿価額から、担保の処分可能見込額及び保
    証による回収可能見込額を控除し、その残額を計上しております。
    また、特定海外債権については、対象国の政治経済情勢等に起因して生じる損失見込額を特定海外債権引当勘定（租税特別
    措置法第５５条の２の海外投資等損失準備金を含む）として引き当てております。
    すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業部店及び本部各部が資産査定を実施し、当該部署から独立した資産監
    査部が査定結果を監査しており、その査定結果に基づいて上記の引当を行っております。
    なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権等については、債権額から担保の評価額及び保証による回収が可能
    と認められる額を控除した残額を取立不能見込額として債権額から直接減額しており、その金額は９３５,７６１百万円で
    あります。
10．退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当中間
    期末において発生していると認められる額を計上しております。
　　　なお、会計基準変更時差異（１８１，８０６百万円）については、５年による按分額を費用処理することとし、当中間期
　　においては同按分額に１２分の６を乗じた額を計上しております。
11．債権売却損失引当金は、株式会社共同債権買取機構に売却した不動産担保付債権の担保価値を勘案し、将来発生する可能性
    のある損失を見積もり、必要と認められる額を計上しております。なお、この引当金は商法第２８７条ノ２に規定する引当
　　金であります。  
12．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に
    準じた会計処理によっております。
13．ヘッジ会計の方法は、貸出金・預金等の多数の金融資産・負債から生じる金利リスクをデリバティブ取引を用いて総体で管
　　理する、｢マクロヘッジ｣を実施しております。これは、｢銀行業における金融商品会計基準適用に関する当面の会計上及び
　　監査上の取扱い｣(日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第１５号)に定められたリスク調整アプローチによるリスク管理
　　であり、繰延ヘッジによる会計処理を行っております。また、リスク管理方針に定められた許容リスク量の範囲内にリスク
　　調整手段となるデリバティブのリスク量が収まっており、ヘッジ対象の金利リスクが減殺されているかどうかを検証するこ
　　とにより、ヘッジの有効性を評価しております。
　　　なお、一部の資産・負債については、繰延ヘッジ、あるいは金利スワップの特例処理を行っております。
14．消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。
15．特別法上の引当金は、次のとおり計上しております。
       金融先物取引責任準備金  ９百万円     金融先物取引法第８２条の規定に基づく準備金であります。

16．有価証券には自己株式１３百万円が含まれております。なお、商法第２１０条ノ２第２項第３号に定める自己株式はありま
　　せん。
17．動産不動産の減価償却累計額２４４，７１５百万円
18．動産不動産の圧縮記帳額３２，０５４百万円
19．貸出金のうち、破綻先債権額は１６５,６８９百万円、 延滞債権額は９６５,８５９百万円であります。
    　なお、自己査定の結果に基づき、自己査定上の「破綻先債権」を破綻先債権として、「実質破綻先債権・破綻懸念先債権」
    を延滞債権としており、これらの貸出金の未収利息を収益不計上としております。
20．貸出金のうち、３カ月以上延滞債権額は５３,５４８百万円であります。
    　なお、３カ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３月以上遅延している貸出金で破綻先債権
    及び延滞債権に該当しないものであります。
21．貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は１６１,５５０百万円であります。
    　なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本
    の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先債権、延滞債権及び３カ月以上延滞債権

    に該当しないものであります。
22．破綻先債権額、延滞債権額、３カ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は１,３４６,６４６百万円であります。
　　　なお、19.から22.に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。
23．手形割引により取得した銀行引受手形、商業手形、荷付為替手形等の額面金額は、７８２，０９５百万円であります。
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24．担保に供している資産は次のとおりであります。
　　担保に供している資産
　　　　　　　有価証券　　  　 　　　　　 ８５０,９３１百万円
　　　　　　　貸出金　 　　  　　　　　１,３７３,４０９百万円
　　担保資産に対応する債務
　　　　　　　預金　　　　　　   　  　　　６６,２６１百万円
　　　　　　　コールマネー　　　      １,１１９,８８９百万円
　　　　　　　売渡手形　　　         　　２７８,４００百万円
　　　　　　　借用金　　　       　        　３,８９０百万円
　　　　　　　その他負債（借入有価証券） １５７,４７２百万円
　　　上記のほか、為替決済等の取引の担保あるいは先物取引証拠金等の代用として、有価証券８０７,８５８百万円、貸出金 
　　６,６０６百万円、その他資産（保管有価証券等）１６５,４５２百万円を差し入れております。
　　　なお、動産不動産のうち保証金権利金は９７，５３８百万円、その他資産のうち先物取引差入証拠金は５，１２９百万円、
　　債券借入取引担保金は１５７,５５０百万円であります。
25．ヘッジ手段に係る損益又は評価差額は、純額で繰延ヘッジ損失としてその他資産に含めて計上しております。なお、上記相
　　殺前の繰延ヘッジ損失の総額は１０６，８４５百万円、繰延ヘッジ利益の総額は７７，２２６百万円であります。
26．「大阪府における銀行業等に対する事業税の課税標準等の特例に関する条例」(平成１２年大阪府条例第１３１号)が平成１２
　　年６月９日に公布されたことから、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率を、当中間期より前期の
　  ３９．６２％から３９．２０％に変更しております。この変更により、繰延税金資産の金額は５，８１５百万円減少し、当
　　中間期に計上された法人税等調整額の金額は同額増加しております。また、再評価に係る繰延税金負債の金額は３２６百万
　　円減少し、再評価差額金の金額は同額増加しております。

27. 土地の再評価に関する法律（平成１０年３月３１日公布法律第３４号）に基づき、事業用の土地の再評価を行い、評価差額
    については、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを控除した金
    額を「再評価差額金」として資本の部に計上しております。
        再評価を行った年月日    平成１０年３月３１日
        同法律第３条第３項に定める再評価の方法  

土地の再評価に関する法律施行令（平成１０年３月３１日公布政令第１１９号）第２条第５号
に定める不動産鑑定士又は不動産鑑定士補による鑑定評価に基づいて、奥行価格補正、時点修
正、近隣売買事例による補正等合理的な調整を行って算出

28．借用金には、他の債務よりも債務の履行が後順位である旨の特約が付された劣後特約付借入金１，５４４，９６２百万円が
    含まれております。
29．社債には、劣後特約付社債１５０，０００百万円が含まれております。
30. 当中間期においては、その他有価証券のうち時価のあるもの及びその他の金銭の信託（運用目的及び満期保有目的以外）に
    ついて、時価評価を行っておりません。なお、平成１２年大蔵省令第１０号附則第３項による、その他有価証券及びその他
　  の金銭の信託に係る中間貸借対照表計上額等は次のとおりであります。　　
　　　　　　　　中間貸借対照表計上額　　　　　７,０１２,６５１百万円
　　　　　　　　時         価　　　　　     　７,０８２,０６７百万円
  　　　　　　　評価差額金相当額　　     　　　　　４２,２０４百万円
    　　　　　　繰延税金負債相当額　  　　　　   　２７,２１０百万円
31．消費貸借契約により貸し付けている有価証券が、「有価証券」、「その他資産」中の保管有価証券等及び「特定取引資産」
　　中の商品有価証券に合計６６５,５６８百万円含まれております。
　　　なお、使用貸借又は賃貸借契約により貸し付けている有価証券は、従来「有価証券」中の貸付有価証券に計上しておりま
　　したが、金融商品に係る会計基準（「金融商品に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会平成１１年１月
　　２２日））の適用に伴い、当中間期よりその種類毎に「有価証券」中の国債、地方債等に計上しております。当中間期末に
　　おける使用貸借又は賃貸借契約により貸し付けている有価証券は１５,４５６百万円であります。

－３９－



平成12年 4月  1日から

平成12年 9月 30日まで

（単位：百万円）

   科               目 金 額

経          常          収          益 748,641
資     金     運     用     収      益 554,917
（ う ち 貸 出 金 利 息）   ( 356,266 )
（ う ち 有 価 証 券 利 息 配 当 金）  (  55,403 )
役    務    取    引    等    収    益 56,865
特     定      取     引     収     益 9,187
そ    の    他    業    務    収    益 28,284
そ    の    他    経    常    収    益 99,387

経         常          費          用 632,975
資     金     調      達     費     用 270,502

（ う ち 預 金 利 息） ( 98,393 )
役    務    取    引    等    費    用 20,559
そ    の    他    業    務    費    用 4,009
営          業          経          費 190,891
そ    の    他    経    常    費    用 147,013

経          常          利          益 115,666
特          別          利          益 574
特          別          損          失 22,682
税    引    前    中    間　  利    益 93,558
法  人  税、住  民  税 及び 事  業  税 2,193
法    人    税    等    調    整    額 39,424
中          間　　　   利           益 51,939
前     期      繰     越     利     益 59,581
再   評   価   差   額   金   取  崩  額 2,030
中    間    未    処    分    利    益 113,551

注

1 . 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

2 . 特定取引目的の取引については、取引の約定時点を基準とし、当該取引からの損益を中間損益計算書上「特定取引収益」及

び「特定取引費用」に計上しております。

　特定取引収益及び特定取引費用の損益計上は、当中間期中の受払利息等に、有価証券、金銭債権等については前期末と当

中間期末における評価損益の増減額を、派生商品については前期末と当中間期末におけるみなし決済からの損益相当額の増

減額を加えております。

3 . ｢その他経常収益」には、株式関連派生商品に係る収益７３，２４４百万円を含んでおります。

4 . ｢その他経常費用」には、貸出金償却７４，７５５百万円、株式等償却３２，５３８百万円を含んでおります。

また、貸倒引当金取崩超過額２百万円は｢その他経常費用｣の控除項目としております。

5 . 特別損失には、退職給付会計導入に伴う会計基準変更時差異の費用処理額１８，１８０百万円を含んでおります。

6 . 当中間期から退職給付に係る会計基準(｢退職給付に係る会計基準の設定に関する意見書｣(企業会計審議会平成１０年６月１６

日））を適用しております。この結果、従来の方法によった場合と比較して、経常利益は４，８４２百万円増加し、税引前

中間利益は１３，３３８百万円減少しております。

　なお、従来の｢退職給与引当金｣は、｢退職給付引当金｣に含めて表示しております。

7 . 当中間期から金融商品に係る会計基準を適用し、有価証券の評価の方法、デリバティブの評価の方法、ヘッジ会計の方法等

について変更しております。この結果、従来の方法によった場合と比較して、経常利益および税引前中間利益はそれぞれ

２，７１２百万円増加しております。

8 ． 利益に関連する金額を課税標準とする事業税以外の事業税は、「その他経常費用」として計上しております。なお、東京都

にかかる事業税については、従来、「法人税、住民税及び事業税」に計上しておりましたが、「東京都における銀行業等に

対する事業税の課税標準等の特例に関する条例」(平成１２年東京都条例第１４５号)が平成１２年４月１日に施行されたこ

とに伴い、当中間期より、「その他経常費用」として４，３１４百万円計上しております。

第１１期中       　　　　　　　　　中間損益計算書
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比 較 中 間 貸 借 対 照 表  (主要内訳)

 (単位:百万円)
   平成１２年    平成１１年   比      較  平成１１年度末   比      較

      科              目    中間期末(A)    中間期末(B)  (A) － (B)   (要 約)(C) (A) － (C)
    ( 資   産   の   部 )
 現    金    預    け    金 2,532,993 1,444,931 1,088,062 2,095,204 437,789 
 コ   ー   ル   ロ   ー   ン 102,205 140,842 △ 38,637 103,392 △ 1,187 
 買     入     手      形      -             -             -            94,100 △ 94,100 
 買   入   金   銭   債   権 3,482 948 2,534 640 2,842 
 特   定   取   引   資   産 1,026,511 1,033,071 △ 6,560 1,104,111 △ 77,600 
 金    銭    の    信    託 50,002 107,843 △ 57,841 72,381 △ 22,379 
 有      価      証      券 7,268,199 6,576,841 691,358 6,911,602 356,597 
 貸          出          金 31,232,502 32,143,364 △ 910,862 31,939,952 △ 707,450 
 外      国      為      替 307,194 291,485 15,709 316,149 △ 8,955 
 そ    の    他    資    産 1,524,208 1,756,230 △ 232,022 1,156,771 367,437 
 動    産    不    動    産 304,809 334,875 △ 30,066 317,774 △ 12,965 
 繰   延   税   金   資   産 542,825 657,761       △ 114,936 583,559 △ 40,734 
 支   払   承   諾   見   返 2,492,034 2,653,283 △ 161,249 2,524,300 △ 32,266 
 貸    倒    引    当    金 △ 509,096 -             △ 509,096 △ 660,454 151,358 
    資  産  の  部  合  計 46,877,873 47,141,479 △ 263,606 46,559,485 318,388 
    ( 負   債   の   部 )
 預                       金 29,086,068 31,621,560 △ 2,535,492 29,803,721 △ 717,653 
 譲    渡    性    預    金 4,244,079 2,384,207 1,859,872 3,538,934 705,145 
 コ   ー   ル   マ   ネ   ー 2,965,003 2,126,286 838,717 2,263,219 701,784 
 売      渡      手      形 278,400 251,400 27,000 295,700 △ 17,300 
 コマーシャル ・ ペーパー 68,000 69,000 △ 1,000 451,000 △ 383,000 
 特   定   取   引   負   債 304,662 241,321 63,341 161,238 143,424 
 借          用          金 1,829,470 1,997,413 △ 167,943 1,953,529 △ 124,059 
 外      国      為      替 36,279 57,107 △ 20,828 30,218 6,061 
 社                      債 470,000 100,000 370,000      270,000 200,000     
 転      換      社      債 95 2,208 △ 2,113 95 -           
 そ    の    他    負    債 2,669,808 2,557,728 112,080 2,856,182 △ 186,374 
 貸    倒    引    当    金 -             659,259 △ 659,259 -             -           
 退  職  給  与  引  当  金 -             33,811 △ 33,811 32,099 △ 32,099 
 退  職  給  付  引  当  金 46,573 -             46,573 -             46,573 
 債 権 売 却 損 失 引 当 金 70,227 108,403 △ 38,176 94,853 △ 24,626 
 特  別  法 上 の 引 当  金 9 9 0 9 0 
 再評価に係る  繰延税金負債 30,443 34,462        △ 4,019 32,092 △ 1,649 
 支      払      承      諾 2,492,034 2,653,283 △ 161,249 2,524,300 △ 32,266 
    負  債  の  部  合  計 44,591,156 44,897,463 △ 306,307 44,307,196 283,960 
    ( 資   本   の   部 )
 資          本          金 1,042,706 1,042,706 -            1,042,706 -           
 法    定    準    備    金 1,027,212 1,020,078 7,134 1,023,641 3,571 
 再   評   価   差   額   金 47,218 47,492        △ 274 48,908 △ 1,690 
 剰          余          金 169,580 133,738 35,842 137,032 32,548 
    任   意   積   立   金 56,028 56,021 7 56,021 7 
    中 間(当期) 未処分利益 113,551 77,716 35,835 81,011 32,540 
    中  間 (当 期)  利  益 51,939 33,070 18,869 57,117 △ 5,178 
    資  本  の  部  合  計 2,286,716 2,244,015 42,701 2,252,289 34,427 
負 債 及 び 資 本 の 部 合 計 46,877,873 47,141,479 △ 263,606 46,559,485 318,388 

(注）当中間期における発行済株式数の増加内容
     第二回優先株式の普通株式への転換   発行株式数  　504 千株
                                        資本組入額     -  百万円 

－４１－



  比 較 中 間 損 益 計 算 書(主要内訳)

 (単位:百万円)

平成１２年 平成１１年 比     較 平成１１年度

      科          目 中 間 期 (A) 中 間 期 (B) ( A - B ) ( 要  約 )

 経     常     収     益 748,641 816,974 △ 68,333 1,929,971 

   資 金  運  用  収  益 554,917 696,568 △ 141,651 1,338,818 

  (うち貸 出 金 利 息) ( 356,266 ) ( 364,279 ) ( △ 8,013 ) ( 726,783 )

  (うち有価証券利息配当金) ( 55,403 ) ( 57,733 ) ( △ 2,330 ) ( 111,654 )

   役  務  取 引 等 収 益 56,865 52,883 3,982 102,556 

   特  定  取  引  収  益 9,187 3,985 5,202 8,498 

   そ  の 他  業 務 収 益 28,284 34,175 △ 5,891 57,954 

   そ  の 他  経 常 収 益 99,387 29,361 70,026 422,144 

 経     常     費     用 632,975 759,489 △ 126,514 1,770,039 

   資  金  調  達  費  用 270,502 391,978 △ 121,476 731,140 

  (う ち 預 金 利 息) ( 98,393 ) ( 77,504 ) ( 20,889 ) ( 159,583 )

   役  務  取 引 等 費 用 20,559 21,394 △ 835 42,441 

   特  定  取  引  費  用 -         466       △ 466 412       

   そ  の 他  業 務 費 用 4,009 12,134 △ 8,125 24,231 

   営     業    経     費 190,891 223,335 △ 32,444 430,417 

   そ  の 他  経 常 費 用 147,013 110,179 36,834 541,395 

 経     常     利     益 115,666 57,484 58,182 159,932 

 特     別     利     益 574 50 524 956 

 特     別     損     失 22,682 3,243 19,439 6,818 

 税 引 前 中 間（当期）利益 93,558 54,291 39,267 154,069 

法人税、住民税 及び 事業税 2,193 2,130     63 3,986 

法  人  税  等  調  整  額 39,424    19,090    20,334    92,965 

 中  間 (当  期)  利  益 51,939 33,070 18,869 57,117 

 前  期  繰  越  利  益 59,581 43,420 16,161 43,420 

再 評 価 差 額 金 取 崩 額 2,030     1,225     805       1,852     

 ( 中  間  配  当  額 ) -         -         -         17,815    

 ( 利益準備金積立額 ) -         -         -         3,563     

 中間 (当期) 未処分利益 113,551 77,716 35,835 81,011 
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